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11 労 働 基 準 監 督 関 係

職員に対しては原則として労働基準法、労働安全衛生法及び船員法の適用があるが、地方公務

員法第58条第５項の規定により、現業職員（労働基準法別表第１第１号から第10号まで及び第13

号から第15号までに掲げる事業に従事する職員）以外の職員に関する労働基準監督機関の職権は

人事委員会が行うこととされている。

なお、企業職員及び単純労務職員は、すべて労働局等が職権を行使する。

(1) 県関係事業所の労働基準法別表第１の各号別等

平成20年４月１日現在の号別区分による事業所数は次のとおりであり、当該事業所の一覧は、

ア及びイのとおりである。

人 事 委 員 会 の 所 管 事 業 所 労 働 局 等 の 所 管 事 業 所

労働基準法別表第１の 事 業 所 数 労働基準法別表第１の 事 業 所 数

号別等 知事等 教委 警察 計 号別等 知事等 教委 警察 計

教育・研究又 第１号（製造加工事業） 1 1
第12号 31 119 1 151

は調査の事業 畜産・養蚕又
第７号 3 3

は水産の事業

別表第１の各号に該当し 64 4 37 105 第13号（保健衛生事業） 20 9 29
ない官公署

95 123 38 256 23 10 33

（注）「知事等」には議会、各種委員会、委員の事務局を含む。

ア 地方公務員法第58条第５項により人事委員会が所管する事業所

名 称
労働基準法別

名 称
労働基準法別

表第１号別等 表第１号別等

新潟県立看護大学 第12号 新潟県農業総合研究所 第12号

新潟県立新潟女子短期大学 〃 同 各研究センター 〃

新潟県立歴史博物館 〃 同 各農業技術センター 〃

新潟県消防学校（自治研修所を含む｡) 〃 新潟県農業大学校 〃

新潟県放射線監視センター 〃 新潟県森林研究所 〃

新潟県保健環境科学研究所 〃 新潟県水産海洋研究所 〃

新潟県工業技術総合研究所 〃 同 佐渡水産技術センター 〃

〃 〃同 各技術支援センター 新潟県内水面水産試験場 〃

新潟県醸造試験場 〃 同 魚沼支場 〃

各新潟県立テクノスクール 〃 新潟県立教育センター 〃
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名 称
労働基準法別

名 称
労働基準法別

表第１号別等 表第１号別等

新潟県立図書館 第12号 各新潟県地域振興局健康福祉環境部児 別表第１の各号に

新潟県立生涯学習推進センター 〃 童・障害者相談センター 該当しない官公署

新潟県立青少年研修センター 〃 各新潟県地域振興局地域整備部維持管 〃

新潟県少年自然の家 〃 理事務所

新潟県立近代美術館 〃 各新潟県地域振興局地域整備部分所 〃

同 万代島美術館 〃 新潟県新発田地域振興局県税部村上収 〃

新潟県立文書館 〃 税課

新潟県立阿賀黎明中学校 〃 新潟県新潟地域振興局県税部新津収税 〃

各新潟県立高等学校 〃 課

各新潟県立中等教育学校 〃 新潟県新潟地域振興局健康福祉部津川 〃

新潟県立新潟盲学校（給食場及び寄宿 〃 地区センター

舎を除く｡) 新潟県新潟地域振興局新津農業振興部 〃

各新潟県立聾学校（給食場及び寄宿舎 〃 新潟県新潟地域振興局巻農業振興部 〃

を除く｡) 新潟県新潟地域振興局新津地域整備部 〃

各新潟県立養護学校（給食場及び寄宿 〃 新潟県新潟地域振興局津川地区振興事 〃

舎を除く｡) 務所

新潟県立新潟女子短期大学付属幼稚園 〃 新潟県新潟地域振興局新潟港湾事務所 〃

新潟県警察学校 〃 新潟県新潟地域振興局新潟港湾事務所 〃

新潟県知事部局本庁（交通事故相談所 別表第１の各号に 東港分所

を含む｡) 該当しない官公署 新潟県長岡地域振興局県税部柏崎収税 〃

新潟県知事政策局国際課パスポートセ 〃 課

ンター 新潟県南魚沼地域振興局県税部十日町 〃

新潟県議会事務局 〃 収税課

新潟県選挙管理委員会事務局 〃 新潟県上越地域振興局県税部糸魚川収 〃

新潟県人事委員会事務局 〃 税課

新潟県監査委員事務局 〃 新潟県上越地域振興局農林振興部上越 〃

新潟県労働委員会事務局 〃 東農林事務所

各新潟県海区漁業調整委員会事務局 〃 新潟県上越地域振興局妙高砂防事務所 〃

新潟県教育庁本庁 〃 新潟県上越地域振興局直江津港湾事務 〃

新潟県警察本部（各隊及び運転免許セ 〃 所

ンターを除く｡) 新潟県佐渡地域振興局農林水産振興部 〃

新潟県警察本部各隊 〃 （農政庁舎）

新潟県警察本部運転免許センター 〃 新潟県佐渡地域振興局農林水産振興部 〃

各新潟県地域振興局（他に定めるもの 〃 （農地庁舎）

を除く｡) 新潟県佐渡地域振興局農林水産振興部 〃

（水産庁舎）
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名 称
労働基準法別

名 称
労働基準法別

表第１号別等 表第１号別等

新潟県佐渡地域振興局地域整備部（港 別表第１の各号に 新潟県計量検定所 別表第１の各号に

湾空港庁舎） 該当しない官公署 該当しない官公署

新潟県東京事務所 〃 新潟県大阪事務所 〃

新潟県消費生活センター 〃 新潟県病害虫防除所 〃

新潟県愛鳥センター紫雲寺さえずりの 〃 各新潟県家畜保健衛生所 〃

里 新潟県中央家畜保健衛生所佐渡支所 〃

新潟県中央福祉相談センター（中央児 〃 新潟県流域下水道事務所 〃

童相談所、女性福祉相談所及びあかし 各新潟県教育庁教育事務所 〃

や寮を含む｡) 各新潟県警察署 〃

各新潟県食肉衛生検査センター 〃

イ 労働局等が所管する事業所

名 称
労働基準法別

名 称
労働基準法別

表第１号別等 表第１号別等

新潟県立学校給食場 第１号 新潟県コロニーにいがた白岩の里 第13号

新潟県佐渡トキ保護センター 第７号 新潟県にしき園 〃

新潟県種豚改良センター 〃 新潟県新星学園 〃

新潟県妙法育成牧場 〃 新潟県はまぐみ小児療養センター 〃

各新潟県地域振興局健康福祉環境部 第13号 新潟県若草寮 〃

（児童・障害者相談センターを除く｡) 新潟県新潟学園 〃

各新潟県地域振興局健康福祉部（地区 〃 新潟県立新潟盲学校寄宿舎 〃

センターを除く｡) 〃 各新潟県立聾学校寄宿舎 〃

新潟県精神保健福祉センター 〃 各新潟県立養護学校寄宿舎 〃

新潟県あけぼの園 〃

(2) 労働基準監督職権行使

ア 許可・届出の受理・検査等

本年度、労働基準監督の職権行使として許可・届出の受理・検査等を行った件数は、次のと

おりである。
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項 目 知 事 教 育 警 察 計

時間外労働・休日労働に関する協定届の 32 0 1 33
労 受理
働
基 災害等の理由による労働時間延長・休日 24 0 0 24
準 労働届の受理
法
関 断続的な宿日直の許可 1 1 2 4
係

解雇予告除外認定 0 2 1 3

総括安全衛生管理者選任報告の受理 1 0 0 1

衛生管理者選任報告の受理 21 41 20 82

産業医選任報告の受理 16 2 1 19
労

ボイラー・第一種圧力容器使用廃止報告 0 1 0 1
書の受理

働
クレーン落成検査 1 0 0 1

衛 クレーン使用再開検査 1 0 0 1

クレーン検査証書替申請書の受理 3 0 0 3
生

クレーン使用廃止報告書の受理 6 0 0 6

法 クレーン使用休止報告書の受理 1 0 0 1

ゴンドラ設置届の受理 1 0 0 1
関

ゴンドラ廃止届の受理 7 0 0 7

係 小型ボイラー設置報告書の受理 1 0 0 1

一般定期健康診断結果報告の受理 21 62 30 113

特殊定期健康診断結果報告の受理 91 0 3 94

労働者死傷病報告の受理 0 2 37 39

イ 労働基準監督現地調査指導

労働基準法に基づく前年度の36協定時間超実績、労働安全衛生法に基づく危険有害業務の状

況等について書類調査及び現地調査を行った。本年度調査を行ったのは、次のとおりである。

① 書類調査を行った事業所 184事業所

人事委員会が所管する256事業所のうち、危険有害業務がある184事業所に対し書類調査を

行った。
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② 現地調査を行った事業所 ５事業所

書類調査を行った事業所のうち、事業所を新築した１事業所及び危険有害業務が多いと認

められる４事業所に対し現地調査を行った。

事 業 所 名 号 別 調 査 日

（知事部局関係３か所）

工業技術総合研究所 第12号 19.12.12
素材応用技術支援センター

保健環境科学研究所 〃 19.12.17

農業総合研究所 〃 19.12.19
園芸研究センター

（教育委員会関係１か所）

新発田農業高等学校 第12号 19.12.19

（警察関係１か所）

村上警察署 官公署 19.12.18

調査の結果、事業所ごとの改善すべき事項を事業所の長に指摘し、速やかな改善とともに改善方

法等の報告を要請。併せて、下記の点を任命権者に通知した。

記

（知事部局）

ア 一部事業所において、いわゆる36協定で定める延長時間を超えて職員に時間外勤務を命じ

ているものが見受けられるので、適切な措置を講ずること。

イ 常時50人以上の労働者を使用する事業所で定期健康診断を実施した場合は、遅滞なく当委

員会に結果報告すること。

ウ 有機溶剤取扱業務を行っている事業所について、有機溶剤中毒予防規則に基づき、局所排

気装置等を設置し、作業環境測定を実施する必要がある。ただし、消費量が少量の場合は、

当該規定の適用が除外される場合があるので、消費量を記録し、同規則第３条による一部適

用除外認定を受ける等適切に対応すること。

一部適用除外認定を受けた事業所について、消費量の記録が不十分で一部適用除外認定要

件を満たしているか確認できない場合や、消費量が許容消費量を超えている場合は、一部適

用除外認定を取り消すことがあるので、業務内容を精査する等適切に対応すること。

有機溶剤等を屋内に貯蔵する場合は、貯蔵場所に関係者以外が立ち入ることを防ぐ設備及

び有機溶剤等の蒸気を屋外に排出する設備（窓、排気管等をいい、動力により排出すること

を要しない）を設けること。
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エ 特定化学物質取扱業務を行っている事業所について、消費量等の記録が不十分な事業所が

見受けられるので、消費量等を記録し、局所排気装置の設置、作業環境測定及び健康診断の

実施の要否を検討すること。

オ 常時50人以上の労働者を使用する事業所で衛生管理者及び産業医を選任した場合は、遅滞

なく当委員会に選任報告すること。

（教育委員会）

ア 県立学校等労働基準法別表第１の第12号に該当する事業所において、いわゆる36協定を締

結せずに職員に時間外勤務を命ずることは違法なので、時間外勤務を命じている場合は、早

急に同協定を締結すること。

イ 常時50人以上の労働者を使用する事業所で定期健康診断を実施した場合は、遅滞なく当委

員会に結果報告すること。

ウ 有機溶剤取扱業務を行っている事業所について、有機溶剤中毒予防規則に基づき局所排気

装置等を設置し、作業環境測定及び健康診断を実施する必要がある。ただし、消費量が少量

の場合は、当該規定の適用が除外される場合があるので、消費量を記録し、同規則第３条に

よる一部適用除外認定を受ける等適切に対応すること。

一部適用除外認定を受けた事業所について、許容消費量を超過している事業所が見受けら

れるので、消費量について精査する等適切に対応すること。

エ 特定化学物質取扱業務を行っている事業所について、消費量の記録が不十分な事業所が見

受けられるので、消費量等を記録し、作業環境測定及び健康診断の実施の要否を検討するこ

と。

オ 常時50人以上の労働者を使用する事業所で衛生管理者及び産業医を選任した場合は、遅滞

なく当委員会に選任報告すること。

カ 安全衛生管理体制が整備されていない事業所があるので、早急に整備すること。

また、安全衛生管理体制が既に整備されている事業所で、産業医が職場巡視をしていない

事業所や衛生委員会を開催していない事業所が見受けられるので、実施すること。

（警察本部）

ア 有機溶剤予防規則一部適用除外認定を受けた事業所について、許容消費量を超過している

事業所が見受けられるので、消費量について精査する等適切に対応すること。

イ 電離放射線業務について、電離放射線健康診断を行った場合は、遅滞なく当委員会に結果

報告すること。

ウ 常時50人以上の労働者を使用する事業所において、産業医の職場巡視をしていない事業所

が見受けられるので、適切に実施すること。


